




― 東京高決平成 29年 6月 30日　原決定取消、申立却下（確定）⑴ 
判タ 1446 号 93頁、金法 2087 号 74頁、海事法研究会誌 239号 29頁
志津田　一　彦
事実の概要






損害保険契約に基づく保険金支払請求権を差押債権として、保険法 22 条 1
項に基づく先取特権（本件先取特権）に基づき債権差押命令を申し立てた。

















































できなくなるからである（破 100 条 1 項）⑶。
保険法では、責任保険契約における保険給付請求権につき被害者に特別の





て、先取特権を実行できる（民執 193 条・143 条）⑹。この場合には、差押命
京女法学　第 16 号58
令が被保険者に送達された日から 1週間が経過したときに、被害者は、保険
給付請求権の取立権を取得する（民執 193 条 2 項・155 条）⑺。
保険法 22 条 1 項の規定は、法定の担保権を付与するものであるため、そ
の性質上強行規定である⑻。ちなみに、荻本修編著『保険法立案関係資料―
新法の概説・新旧旧新対照表―』別冊商事法務 321 号 9 頁以下等も参照。






請求権は更生担保権として取り扱われることになる（会更 2条 10 項）⑼。
保険法 22 条が採用する先取特権構成は、すでに原子力損害の賠償に関す
る法律で例がみられ、新法は、同法の規律を踏襲したものといわれる⑽。





また、保険法 22 条 1 項に基づく先取特権には追及効がないと解されるた






















なお、本決定は、商法 815 条 2 項について、言及していないが、法形式上
は、この条文によって、保険法 22 条が適用されているといえよう。
3．特別先取特権の準拠法
























判平成 6年 9 月 19 日判時 1551 号 86 頁。仙台高判平成 23 年 9 月 22 日判タ












用するとともに、債権質に関する前掲昭和 53 年最高裁判決〔最判昭和 53 年
















実行に関する民事執行法 193 条 1 項前段との関係で先取特権の成立を証明す
る必要があったのであり〔奥田安弘「本件意見書」海事法研究会誌 239 号
33 頁〕、本決定が英国法において日本の保険法 22 条に相当する制度の存在
を確認しようとしたことは、本件手続との関係では首肯できるとする⒂。

















多数説に従う裁判例（仙台高判平成 6年 9月 19 日高民集 47 巻 3 号 173 頁、
仙台地判平成 21 年 3 月 19 日判時 2052 号 72 頁→仙台高判平成 23 年 9 月 22
日判タ 1367 号 240 頁）、当事者の共通本国法を適用した事例（東京地判昭和
49 年 6 月 17 日判時 748 号 77 頁）、恐らく通則法 21 条により日本法を適用
したと横溝教授がする事例（東京地判平成 28 年 5 月 31 日判例集未搭載〔平
成 26 年（ワ）第 29519 号〕がある。また、事案の諸事情を総合考慮して最
密接関係法を適用し日本法を適用した事例（東京地判平成 15 年 6 月 30 日金
判 1242 号 45 頁→東京高判平成 16 年 5 月 27 日民集 59 巻 9 号 2583 頁。東京
高判平成 25 年 2 月 28 日判時 2181 号 3 頁、東京地判平成 25 年 5 月 27 日判














































































普通保険約款 3条）であって、被害者が法 22 条に基づき行使できる先取特
権の対象たる保険給付請求権は被保険者の損害賠償債務に基づき生じるもの
（例えば、船舶保険普通約款 9条）である。したがって、通常この間に競合
は生じない。船舶保険普通保険約款 9条 2項 1号のような衝突損害賠償金を
他の保険てん補金と併せて上限限度制限の下にてん補するような特殊の場合
でない限り、競合が生じることはない。仮に競合ある場合には、差押の日の
先後で優劣を決めることとなる（福岡高宮崎支判昭和 32 年 8 月 30 日下民 8













られており（商 842 条 1 号～ 5号）、これらは破産手続上別除権となる。こ



















15 年以下の船舶については、交付金の支給対象とされていたが、2015 年 8



























⑴ 　D1-Law.com ID 番号 28261558、Westlaw.Japan 文献番号 2017WLJPCA06303013。
 松井孝之「判例紹介　保険法 22 条 1 項に基づく先取特権における準拠法」海事法研
究会誌 239 号 24 頁以下（2018）参照（その中で、奥田安弘教授の意見書、同意見書（2）
についても紹介されている）。


































2条 9 項・民再 53 条 1 項）、会社更生手続においては更生担保権として扱われ（会更
2条 10 項・168 条 1 項 1 号）、更生担保権者は平等に、更生計画の定めによって弁済







信ほか『保険法』214 頁、218 頁以下、224 頁以下〔山本哲生〕（有斐閣、第 4 版、
2019）など参照。














険給付請求権の全額に相当する金銭を供託できるし（民執 193 条 2 項・156 条 1 項。
いわゆる権利供託）、取立て訴訟の訴状送達までに複数の差押えが競合した場合等に










（民執 165 条 1 号）、保険者に対する取立訴訟の訴状送達（同条 2号）前に、保険金請
求権の差押え、仮差押えの執行または配当要求をした場合に限り、配当に参加できる
















⒂ 　D.C.Jackson，Enforcement of Maritime Claims,2000，at p.165 et seq. なども参照。
⒃ 　金法 151 号 13 頁、1957WLJPCA08300006。
⒄ 　1968 WLJPCA03260001。
⒅ 　田中誠二博士が、その著『海商法詳論』の中で「船舶先取特権の目的」において、

















































義があろう（商 815 条 2 項）。志津田一彦『論点ビジネス・ロー』175 ～ 176 頁（青林
書院、2013）、拙稿「船舶先取特権をめぐる諸問題―改正案、とくに目的、代位など
をめぐって―」京女法学 11 号 120 頁以下（2017）なども参照。
 　ちなみに、吉田麗子「倒産手続が船舶金融取引に与える影響」同前 282 頁によると、
保険金請求権譲渡について、破産手続、更生手続の際、別除権として手続外で船体保
険などに基づく保険金請求権を行使できるが、船体保険の衝突賠償金や P&I 保険な







たところ、昭和 49 年 5 月 10 日罹災があった。X1・X2 は、A所有の建物に対する抵
当権者、X3・X4 は、AのYに対する保険金請求権の質権者である。この事例を前提に、
類型的に条件を変えた 5つの場合について、保険金から優先弁済を受けうる者はだれ
か、また、優先弁済権者間の優劣はどうかについて、解説する。
 1．「質権」対「質権」については、確定日付の先である質権が、確定日付の後である
質権に優先する（民 364・民 467）。
 2．「抵当権」対「抵当権」については、登記の先である抵当権が登記の後である抵当
権に優先する（民 373）。
 3．「質権」対「物上代位権」、「物上代位権」対「物上代位権」の問題は、かならずし
責任保険契約における特別先取特権とその準拠法（志津田） 73
も容易ではなく、解決すべき先決問題があり、いまだに決定的な見解は見い出せない。
 諸説の結論を次のように整理する。
 （1）保険金に対しては、①質権と物上代位権との競合問題は生じないとする見解と、
②両者の競合問題を生ずるとする見解がある。
 ②において、両者の優劣の決定基準を何に求めるかで、次の見解に分かれる。
 ⅰ．確定日付対差押説：両者の優劣を、質権についての確定日付と物上代位の要件で
ある差押との前後によって決定する見解。
 ⅱ．確定日付対登記説：両者の優劣を、質権についての確定日付と抵当権の登記との
前後によって決定する見解。
 ⅲ．確定日付対保険事故発生時説：両者の優劣を、質権についての確定日付と抵当物
についての保険事故が発生した時との前後によって決定する見解。
 ⅳ．質権優先説：常に質権が物上代位権に優先するという見解。
 （2）物上代位権相互間の優劣決定基準をなにに求めるかについても、次の見解に分か
れる。
 ⅰ．差押説：物上代位権相互間の優劣を、差押の先後によって決定する見解。
 ⅱ．登記説：両者の優劣を、抵当権についての登記の先後によって決定する見解。
 4．質権と物上代位権との競合問題や、物上代位権相互の競合問題は、物上代位性否
定説（西島梅治、白羽祐三）では、生じず、物上代位性無条件肯定説と物上代位性消
極肯定説で生じる。
 　物上代位性無条件肯定説には、①抵当権物権説（嘩道文芸、岩田宙造、中島玉吉、
横田秀雄）と②抵当権価値説に分かれ、②説では差押を必要とする根拠について、ⅰ．
特定性保持説（我妻栄、柚木馨、鳩山秀夫、吾妻光俊、中島義直、北沢正啓）ⅱ．対
抗要件説（末川博、仲尾次雄、村岡二郎）、ⅲ．優先権保全説（石田文次郎、遊佐慶夫）
がある。
 　物上代位性消極的肯定説（大森忠夫、小町谷操三、伊沢孝平、南出＝棚田）には、
初期の見解は無条件肯定説と実際適用上問題について差異はなかったが、近時の学説
は異なり、その中でも、異色のある見解として、①保険事故発生時説（鴻常夫）、②
意思推測説（伊沢孝平）がある。

